（様式－申請書）
総合評価一般競争入札参加申請書
平成　　年　　月　　日
（あて先）
枚方市長
所　 在 　地
商号又は名称
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
下記の業務に係る総合評価制限付き一般競争入札に参加したいので、次のとおり申請します。なお、申請書類等の内容については事実と相違ないこと及び個人情報を含む書類を提出・提示することについて、本人の同意を得ていることを誓約します。
記
	件　　名
	庁舎清掃業務委託


	本市における登録状況

	受付番号
	登  録  業  種

	
	


	入札説明書の競争入札参加資格に定める元請実績

	元請として施行した委託件名
	

	契　約　期　間
	

	発　　注　　者
	


※　落札候補者のみ、開札後提出書類提出時に上記元請実績を証する書類（契約書原本とその写し、仕様書等）を提出すること。
（様式　価格－１）
	入　　　札　　　書
金
額
百
拾
億
千
百
拾
万
千
百
拾
円
ただし、（件名）　庁舎清掃業務委託　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
上記のとおり貴市の説明事項に基づき見積りのうえ入札します。
　　　平成　　年　　月　　日
入　札　者
所　 在 　地
商号又は名称
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
　（あて先）
　　枚方市長



入札金額については、消費税及び地方消費税を含まない金額で記入すること。
（様式　価格－２）
入札価格内訳書
	件　名
	庁舎清掃業務委託

	項    目
	数量
	Ｈ30年度
	Ｈ31年度
	Ｈ32年度

	日常一般清掃業務
定期清掃業務にかかる人件費
	一式
	
	
	

	管理費及び諸経費
	一式
	
	
	

	小　　　計
	
	
	

	合　　　　計
	


※　入札価格内訳書の各項目について金額を記入すること。
※　入札書に記載された入札金額と入札価格内訳書の合計金額が一致しない入札又は入札価格内訳書に不備・違算のある入札は、無効とする。
（様式－目次）
庁舎清掃業務委託　業務提案書目次
	分類
	細分類
	評価項目
	業務提案書のページ

	２．　技　術　的　評　価
	(1)技術提案
	①技術提案書（履行計画書、履行体制図等）の作成
	

	
	(2)研修体制
	①技術力向上のための研修制度等の設置
	

	
	(3)品質保証への取組み
	①苦情処理体制
	

	
	
	②自主検査体制
	

	
	(4)衛生的環境確保への取組み
	①衛生的環境確保の体制
	

	３．　社　会　的　価　値　評　価
	(1)多様な雇用及び雇用環境に関する取組み
	①障害者の新規雇用
	

	
	
	②障害者雇用率又は雇用者数
	

	
	
	③就職困難者の新規雇用
	

	
	
	④就職困難者の継続雇用又は就労形態
＜※　上記評価項目④につながる就労支援制度の活用＞
	

	
	
	⑤求人情報の提供
	

	
	(2)環境保全の取組み
	①環境報告書の発行及び環境マネジメントシステムの認証状況
	

	
	(3)地域活動・災害援助活動への取組み
	①企業の奉仕活動への取組み
②従業員のボランティア活動への参加支援
	

	
	(4)男女共同参画への取組み
	①育児・介護制度への取組み
	

	
	
	②仕事と子育ての両立支援
	

	
	
	③セクシュアルハラスメント等防止対策
	

	
	
	④女性の採用・職域拡大への取組み
	

	
	(5)人権啓発の取組み
	①人権啓発の取組み
	

	
	(6)地域経済への波及効果
	①枚方市内居住者の新規雇用
	


（様式　技術－１）
研修実施報告書
平成　　年　　月　　日
（あて先）
　枚　方　市　長
所　 在 　地
商号又は名称
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
次のとおり研修を実施したことについて報告します。
	№
	①実施期間
	②実施時間
	③研修名
	④研修対象者
	⑤研修場所
	⑥参加人数
	⑦研修内容

	
	平成　年　月　日から
平成　年　月　日まで
	日
時間
	
	
	
	延べ
人
	※別添　資料参照

	
	平成　年　月　日から
平成　年　月　日まで
	日
時間
	
	
	
	延べ
人
	※別添　資料参照

	
	平成　年　月　日から
平成　年　月　日まで
	日
時間
	
	
	
	延べ
人
	※別添　資料参照

	
	平成　年　月　日から
平成　年　月　日まで
	日
時間
	
	
	
	延べ
人
	※別添　資料参照

	
	平成　年　月　日から
平成　年　月　日まで
	日
時間
	
	
	
	延べ
人
	※別添　資料参照


（記入上の注意）
①実施期間については、告示日以前３年間の実施状況について記入してください。
②実施時間については、例えば５日間で各５時間の場合は、「５日　２５時間」（５日×５時間）と記載してください。
③研修名については、「新規採用者教育研修」「中堅者技術向上研修」等、簡潔に記入してください。
④研修対象者については、「新規採用者」「実務経験○年以上の者」等、簡潔に記入してください。
⑤研修場所については、研修場所が複数箇所の場合は、主な研修場所を記入してください。
⑥参加人数については、例えば５日間で各１０人の場合は「５０人」（５日×１０人）と延人員を記入してください。
⑦研修内容については、受講修了証（修了証等が発行されていない場合は受講者名簿で可）、研修レジュメ
（市販の冊子等を使用された場合は表紙と目次のみを提出）又は研修概要のわかるもの等を別途添付してください。
※自社自らの社内研修以外の派遣研修（外部機関の研修へ参加させた場合）も評価対象としますので、必ず 記入してください。
（様式　技術－２）
研修実施計画書
平成　　年　　月　　日
（あて先）
　　枚　方　市　長
所　 在 　地
商号又は名称
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
次のとおり研修を計画し、研修実施後は速やかに報告します。
	№
	①実施予定期間
	②実施予定時間
	③研修予定名
	④研修予定対象者
	⑤研修予定場所
	⑥参加予定人数
	⑦研修予定内容

	
	平成　年　月　日から
平成　年　月　日まで
	日
時間
	
	
	
	延べ
人
	

	
	平成　年　月　日から
平成　年　月　日まで
	日
時間
	
	
	
	延べ
人
	

	
	平成　年　月　日から
平成　年　月　日まで
	日
時間
	
	
	
	延べ
人
	

	
	平成　年　月　日から
平成　年　月　日まで
	日
時間
	
	
	
	延べ
人
	

	
	平成　年　月　日から
平成　年　月　日まで
	日
時間
	
	
	
	延べ
人
	


　　
（記入上の注意）
①実施予定期間については、平成30年４月１日から３年以内に終了する研修を記入してください。
②実施予定時間については、例えば５日間で各５時間の場合は、「５日　２５時間」（５日×５時間）と記載してください。
③研修予定名については、「新規採用者教育研修」「中堅者技術向上研修」等、簡潔に記入してください。
④研修予定対象者については、「新規採用者」「実務経験○年以上の者」等、簡潔に記入してください。
⑤研修予定場所については、研修場所が複数箇所の場合は、主な研修場所を記入してください。（未定の場合は未定と記入してください）
⑥参加予定人員については、例えば５日間で各１０人の場合は「５０人」（５日×１０人）と延人員を記入してください。
⑦研修予定内容については、研修内容がわかるよう簡潔に記入してください。
※自社自らの社内研修以外の派遣研修への参加予定（外部機関の研修へ参加を予定している場合）も評価対象としますので、必ず記入してください。
（様式　社会－１）
障害者雇用計画書
平成　　年　　月　　日
（あて先）
枚方市長
所　 在 　地
商号又は名称
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
　次のとおり、障害者（身体・知的・精神）の新規雇用計画について、報告します。
なお、当該雇用計画人数については、平成30年６月１日までに確実に充足することとします。
	雇用計画人数
	　　　　　　　人
	１週当たり
労働時間
	　　　　　　　　時間


※　本件業務（現場就業）における新規雇用に限る。
※　新規雇用予定者は、１週あたりの労働時間が20時間以上で、かつ、１年以上引き続き雇用されることが見込まれる者とする。
※　新規雇用予定者は、告示日以後に新たに雇用する者とする。（平成29年４月１日から告示日の前日までの間に雇用されていたことがある者は除く。）ただし、関係書類提出日現在に本業務履行場所において就労している者を新たに雇用する場合は、平成29年４月１日から告示日の前日までの間に本業務履行場所において就労するために雇用されていたことがあっても、新規雇用予定者とすることができる。
※　落札候補者のみ、開札後提出書類提出時に、障害者である旨が確認できる書類の写し、雇用契約がわかる書類（労働条件が明示されていること。）の写し及び職務経歴書（平成28年４月１日以降の経歴）〈任意様式〉、又は本件業務への障害者雇用について、障害者就業・生活支援センター等と協議中である旨を証する書面の提示を求める。
なお、障害者就業・生活支援センター等と協議中である旨を証する書面の提示者は、現場配置期限（平成30年６月１日）までに、雇用契約がわかる書類の写しの提示を求める。
（様式　社会－２）
障害者雇用状況報告書
平成　　年　　月　　日
（あて先）
枚方市長
所　 在 　地
商号又は名称
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
下記のとおり、障害者（身体・知的・精神）の雇用状況について、報告します。
（平成29年６月１日時点）
	雇用の状況
	区　　　　　分
	人　　数　　等

	
	①　除外率
	　　　　　　　　％

	
	②　常用雇用労働者の数
	           　　 人

	
	③　法定雇用障害者数算定の基礎となる労働者の数
	　　　　　　　　人

	
	④
	常用雇用身体障害者、知的障害者及び精神障害者の数

	
	
	イ　重度身体障害者の数
	　　　　　　　　人

	
	
	ロ　重度身体障害者以外の身体障害者の数
	             　 人

	
	
	ハ　身体障害者の数　 （イ×２＋ロ）
	             　 人

	
	
	ニ　重度知的障害者の数
	              　人

	
	
	ホ　重度知的障害者以外の知的障害者の数
	             　 人

	
	
	ヘ　知的障害者の数　 （ニ×２＋ホ）
	              　人

	
	
	ト　精神障害者の数
	             　 人

	
	⑤　重度身体障害者である短時間労働者の数
	              　人

	
	⑥　重度身体障害者以外の身体障害者である短時間労働者の数
	             　 人

	
	⑦　⑥×０．５
	              　人

	
	⑧　重度知的障害者である短時間労働者の数
	   　 　　　　　人

	
	⑨　重度知的障害者以外の知的障害者である短時間労働者の数
	   　 　　　　　人

	
	⑩　⑨×０．５
	   　 　　　　　人

	
	⑪　精神障害者である短時間労働者の数
	   　 　　　　　人

	
	⑫　⑪×０．５
	　　　　　　　　人

	
	⑬  計　　　（④のハ＋④のヘ＋④のト＋⑤＋⑦＋⑧＋⑩＋⑫）
	              　人

	
	⑭　実雇用率（ ⑬ ÷ ③ × １００ ）
	        　　　　％

	備　考
	


※　常用雇用労働者とは、１週間の所定労働時間が30時間以上であって、①期間の定めなく雇用されている労働者、②一定の期間（例えば、１週間、２ヶ月、６ヶ月等）を定めて雇用されている労働者であって、その雇用期間が反復更新され、過去１年以上の期間について引き続き雇用されている労働者又は採用の時から１年以上引き続き雇用されると見込まれる労働者、又は③日々雇用される労働者であって、雇用計画が日々更新されて、過去１年以上の期間について引き続き雇用されている労働者又は採用の時から１年以上引き続き雇用されると見込まれる労働者とする。
※　短時間労働者とは、原則として、１週間の所定労働時間が20時間以上30時間未満であり、かつ、１年以上雇用される見込みのある者とする。
（記入上の注意）※詳細は、別紙（様式　社会－２参考資料）を参照して下さい。
(1)　①欄については、主たる事業の種類が障害者の雇用の促進等に関する法律施行規則別表第４の除外率設定業種欄に掲げる業種に該当する場合においてのみ、その除外率を記入してください。
(2)　③欄には、②欄の数に①欄の除外率を乗じて得た数（１人未満の端数切捨て）を②欄の数から控除した数を記入してください。
(3)　②～④欄には、短時間労働者の数は含めないでください。
(4)　⑦、⑩、⑫及び⑬欄には、小数点以下第１位まで記入してください。
(5)　⑭欄には、小数点以下第３位を四捨五入した数を記入してください。
（障害者雇用状況報告書の記入上の注意点）　　　　　　　　　　　　　（様式　社会－２参考資料）
（※障害者の算定方法、除外率について不明な場合は、ハローワーク（公共職業安定所）へお問い合わせ下さい。）
○　雇用障害者数の対象
□　常用雇用労働者である身体障害者、知的障害者及び精神障害者である常用労働者
□　重度身体障害者、重度知的障害者である常用労働者（１人につき身体障害者又は知的障害者２人を雇用しているものとみなされます。）
□　重度身体障害者、重度知的障害者又は精神障害者である短時間労働者（重度身体障害者又は重度知的障害者である短時間労働者については、身体障害者又は知的障害者１人を雇用しているものとみなされ、精神障害者である短時間労働者については、精神障害者０．５人を雇用しているものとみなされます。）
○　常用雇用労働者の範囲
　　常用雇用労働者とは、次のように１年以上継続して雇用されるものをいいます。ただし、１週間の所定労働時間が30時間未満の方については、障害者雇用率制度上の常用雇用労働者の範囲には含まれませんのでご留意ください。

□　「出向中」の労働者は、原則として、その者が生計を維持するに必要な主たる賃金を受ける事業主の労働者として取り扱います。なお、いずれの事業主の労働者として取り扱うかについては、雇用保険の取扱いを行っている事業主の労働者として取り扱って差し支えありません。
□　外国にある支社、支店、出張所等に勤務している労働者は、日本国内の事業所から派遣されている場合に限り、その事業主の雇用する労働者とします。したがって、現地で採用している労働者は含みません。
□　生命保険会社の外務員等については、雇用保険の被保険者として取り扱われているかどうかによって判断してください。
□　いわゆる登録型の派遣労働者の場合、契約期間の多少の日数の隔たりがあっても、同一の派遣元事業主と雇用契約を更新又は再契約して引き続き雇用されることが常態となっている場合には、常用労働者に含まれる場合があります。


○　①「除外率」欄
主たる事業の種類が障害者の雇用の促進等に関する法律施行規則別表第４の除外率設定業種欄に掲げる業種に該当する場合のみ、その率を記入してください。
○　③「法定雇用障害者数算定の基礎となる労働者の数」欄
②「常用雇用労働者の数」欄の数に①「除外率」欄の除外率を乗じて得た数（１人未満の端数切捨て）を、②「常用雇用労働者の数」欄の数から控除した数を記入してください。

→　身体障害者福祉法に規定する身体障害者手帳の等級が １級又は２級  とされる方

→　身体障害者福祉法に規定する身体障害者手帳の等級が ３級から６級  とされる方

→　知的障害者のうち、知的障害の程度が重いと判定された方
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　具体的には、次のいずれかの場合に、該当することとなります。
□　療育手帳で程度が「Ａ」とされている方
□　児童相談所、知的障害者福祉法第１２条第１項に規定する知的障害者更生相談所、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第６条第１項に規定する精神保健福祉センター、精神保健指定医による療育手帳の「Ａ」に相当する程度（特別障害者控除を受けられる程度等）とする判定書をもらっている方
□　障害者の雇用の促進等に関する法律第１９条の障害者職業センターにより「重度知的障害者」と判定された方（重度障害者介助等助成金、特定求職者雇用開発助成金、職場適応訓練の適用等に当たって行われている「知的障害の程度が重い」範囲と同様の範囲で判定が行われます。）
□　これまでに、重度障害者介助等助成金の受給、特定求職者雇用開発助成金の受給、職場適応訓練の実施に当たって「知的障害の程度が重い」とされた方については「重度知的障害者」としての取扱ができる場合があります。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　→　児童相談所、知的障害者福祉法第１２条第１項に規定する知的障害者更生相談所、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第６条第１項に規定する精神保健福祉センター、精神保健指定医又は障害者の雇用の促進等に関する法律第１９条の障害者職業センターにより「知的障害者」と判定された方

→　重度身体障害者、重度知的障害者又は精神障害者であって、次の要件に該当することが必要です。
□　１週間の所定労働時間が２０時間以上３０時間未満であること
□　１年以上引き続き雇用されることが見込まれること
（様式　社会－３）
就職困難者雇用計画書
平成　　年　　月　　日
（あて先）
枚方市長
所　 在 　地
商号又は名称
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
次のとおり、就職困難者の新規雇用計画について、報告します。
なお、当該雇用計画人数については、平成30年４月１日までに確実に充足することとします。
　
	雇用形態
	実人数
	1週間当たり労働時間／1人
	換算後の人数

	常用雇用労働者
	　　　　　人
	　　　　　　　時間
	①　　　　　　　人

	短時間労働者
	　　　　　人
	　　　　　　　時間
	②　　　　　　　人

	雇用計画人数
	①+②　
　　　　　人


※　就職困難者については、65歳以上の高齢者、母子家庭の母及び父子家庭の父、非自発的離職者を対象とする。
※　新規雇用予定者は、告示日以後に新たに雇用する者とする。（平成29年４月１日から告示日の前日までの間に雇用されていたことがある者は除く。）ただし、関係書類提出日現在に本業務履行場所において就労している者を新たに雇用する場合は、平成29年４月１日から告示日の前日までの間に本業務履行場所において就労するために雇用されていたことがあっても、新規雇用予定者とすることができる。
※　雇用予定者の算出は、常用雇用労働者（１週あたりの労働時間が30時間以上であって、採用の時から１年以上引き続き雇用されると見込まれる者）を１人として算出する。
※　短時間労働者（原則として、１週間の所定労働時間が20時間以上30時間未満であり、かつ、１年以上雇用される見込みのある者）については、0.5人として算出する。
※　落札候補者のみ、開札後提出書類提出時に、就職困難者である旨が確認できる書類の写し、雇用契約がわかる書類（労働条件が明示されていること。）の写し及び職務経歴書（平成28年４月１日以降の経歴）〈任意様式〉の提示を求める。
（様式　社会－４－①）
就職困難者雇用状況報告書
平成　　年　　月　　日
（あて先）
枚方市長
所　 在 　地
商号又は名称
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
　下記のとおり、就職困難者の雇用状況について、報告します。
　（平成29年６月1日時点）
	雇用人数
	雇用期間

	　　　　　　　人
	自　　　　　　　～　至

	　　　　　　　人
	自　　　　　　　～　至

	　　　　　　　人
	自　　　　　　　～　至

	　　　　　　　人
	自　　　　　　　～　至

	　　　　　　　人
	自　　　　　　　～　至


※　就職困難者＝65歳以上の高齢者、母子家庭の母及び父子家庭の父、非自発的離職者を対象とする。
※　落札候補者のみ、開札後提出書類提出時に、就職困難者であること及び雇用状況が確認できる書類等の提示を求める。
（様式　社会－４－②）
就職困難者の就労形態報告書
平成　　年　　月　　日
（あて先）
枚方市長
所　 在 　地
商号又は名称
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
　下記のとおり、就職困難者の就労形態について、報告します。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成29年６月１日時点）
	常用雇用労働者
としての雇用人数
	　　　　　　　　　　　　　人


※　就職困難者については、65歳以上の高齢者、母子家庭の母及び父子家庭の父、非自発的離職者を対象とする。
※　常用雇用労働者とは１週間の所定労働時間が30時間以上であって、
①　期間の定めなく雇用されている労働者
②　一定の期間（例えば、１週間、２ヶ月、６ヶ月等）を定めて雇用されている労働者であって、その雇用期間が反復更新され、過去1年以上の期間について引き続き雇用されている労働者又は採用の時から１年以上引き続き雇用されると見込まれる労働者
③　日々雇用される労働者であって、雇用計画が日々更新されて、過去１年以上の期間について引き続き雇用されている労働者又は採用の時から１年以上引き続き雇用されると見込まれる労働者とする。
※　落札候補者のみ、開札後提出書類提出時に、就職困難者であること及び常用雇用労働者としての雇用であることが確認できる書類等の提示を求める。
（様式　社会－５）
セクシュアルハラスメント又は妊娠、出産、
育児休業・介護休業等に関するハラスメント研修実施報告書
平成　　年　　月　　日
（あて先）
　枚方市長
所　 在 　地
商号又は名称
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
次のとおり研修を実施したことについて報告します。
	№
	①実施期間
	②実施時間
	③研修名
	④研修対象者
	⑤研修場所
	⑥参加人数
	⑦研修内容

	
	平成　年　月　日から
平成　年　月　日まで
	日
時間
	
	
	
	延べ
人
	※別添　資料参照

	
	平成　年　月　日から
平成　年　月　日まで
	日
時間
	
	
	
	延べ
人
	※別添　資料参照

	
	平成　年　月　日から
平成　年　月　日まで
	日
時間
	
	
	
	延べ
人
	※別添　資料参照

	
	平成　年　月　日から
平成　年　月　日まで
	日
時間
	
	
	
	延べ
人
	※別添　資料参照

	
	平成　年　月　日から
平成　年　月　日まで
	日
時間
	
	
	
	延べ
人
	※別添　資料参照


（記入上の注意）
①　実施期間については、告示日以前３年間の実施状況について記入してください。
②　実施時間については、例えば５日間で各５時間の場合は、「５日　２５時間」（５日×５時間）と記載してください。
③　研修対象者については、「新規採用者」「実務経験○年以上の者」等、簡潔に記入してください。
④　研修場所については、研修場所が複数箇所の場合は、主な研修場所を記入してください。
⑤　参加人数については、例えば５日間で各１０人の場合は「５０人」（５日×１０人）と延人員を記入してください。
⑥　研修内容については、受講修了証（修了証等が発行されていない場合は受講者名簿で可）、研修レジュメ（市販の冊子等を使用された場合は表紙と
目次のみを提出）又は研修概要のわかるもの等を別途添付してください。
※　自社自らの社内研修以外の派遣研修（外部機関の研修へ参加させた場合）も評価対象としますので、必ず 記入してください。
（様式　社会－６）
（告示日現在）管　理　職　名　簿（取締役・監査役は除く。執行役員は含む。）
	名　前
	性　別
	役　　　職　　　名

	
	女性・男性
	

	
	女性・男性
	

	
	女性・男性
	

	
	女性・男性
	

	
	女性・男性
	

	
	女性・男性
	

	
	女性・男性
	

	
	女性・男性
	

	
	女性・男性
	

	
	女性・男性
	

	
	女性・男性
	

	
	女性・男性
	


・個人情報を含む書類を提出することについて、本人に必ず同意を得ておくこと。
　　上記のとおり相違ありません
平成　　年　　月　　日
（あて先）
枚方市長
所　 在 　地
商号又は名称
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
（様式　社会－７）
人権研修実施報告書
平成　　年　　月　　日
（あて先）
　枚方市長
所　 在 　地
商号又は名称
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
次のとおり研修を実施したことについて報告します。
	№
	①実施期間
	②実施時間
	③研修名
	④研修対象者
	⑤研修場所
	⑥参加人数
	⑦研修内容

	
	平成　年　月　日から
平成　年　月　日まで
	日
時間
	
	
	
	延べ
人
	※別添　資料参照

	
	平成　年　月　日から
平成　年　月　日まで
	日
時間
	
	
	
	延べ
人
	※別添　資料参照

	
	平成　年　月　日から
平成　年　月　日まで
	日
時間
	
	
	
	延べ
人
	※別添　資料参照

	
	平成　年　月　日から
平成　年　月　日まで
	日
時間
	
	
	
	延べ
人
	※別添　資料参照

	
	平成　年　月　日から
平成　年　月　日まで
	日
時間
	
	
	
	延べ
人
	※別添　資料参照


（記入上の注意）
①　実施期間については、告示日以前３年間の実施状況について記入してください。
②　実施時間については、例えば５日間で各５時間の場合は、「５日　２５時間」（５日×５時間）と記載してください。
③　研修対象者については、「新規採用者」「実務経験○年以上の者」等、簡潔に記入してください。
④　研修場所については、研修場所が複数箇所の場合は、主な研修場所を記入してください。
⑤　参加人数については、例えば５日間で各１０人の場合は「５０人」（５日×１０人）と延人員を記入してください。
⑥　研修内容については、受講修了証（修了証等が発行されていない場合は受講者名簿で可）、研修レジュメ（市販の冊子等を使用された場合は表紙と
目次のみを提出）又は研修概要のわかるもの等を別途添付してください。
※　自社自らの社内研修以外の派遣研修（外部機関の研修へ参加させた場合）も評価対象としますので、必ず 記入してください。
（様式　社会－８）
枚方市内居住者雇用計画書
平成　　年　　月　　日
（あて先）
枚方市長
所　 在 　地
商号又は名称
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
次のとおり、枚方市内居住者の新規雇用計画について、報告します。
なお、当該雇用計画人数については、平成30年４月１日までに確実に充足することとします。
　
	雇用形態
	実人数
	1週間当たり労働時間／1人
	換算後の人数

	常用雇用労働者
	　　　　　人
	　　　　　　　時間
	①　　　　　　　人

	短時間労働者
	　　　　　人
	　　　　　　　時間
	②　　　　　　　人

	雇用計画人数
	①+②　
　　　　　人


※　新規雇用予定者は、告示日以後に新たに雇用する者とする。（平成29年４月１日から告示日の前日までの間に雇用されていたことがある者は除く。）ただし、関係書類提出日現在に本業務履行場所において就労している者を新たに雇用する場合は、平成29年４月１日から告示日の前日までの間に本業務履行場所において就労するために雇用されていたことがあっても、新規雇用予定者とすることができる
※　雇用予定者の算出は、常用雇用労働者（１週あたりの労働時間が30時間以上であって、採用の時から１年以上引き続き雇用されると見込まれる者）を１人として算出する。
※　短時間労働者（原則として、１週間の所定労働時間が20時間以上30時間未満であり、かつ、１年以上雇用される見込みのある者）については、0.5人として算出する。
※　落札候補者のみ、開札後提出書類提出時に、枚方市内に居住していることがわかる書類、雇用状況がわかる書類（労働条件が明示されていること。）の写し及び職務経歴書（平成28年４月１日以降の経歴）〈任意様式〉の提示を求める。
（様式　社会－９）
労働・社会保険諸法令遵守状況報告書
	関　係　法
	書　類　の　項　目
	｢非該当｣の場合はレ印
	｢実施済｣の場合は○印
	｢未実施｣の場合は○印
	備　考

	労働基準法
	適用事業報告の提出
	－
	
	
	

	
	時間外労働・休日労働に関する協定届の提出
	－
	
	
	

	
	就業規則（変更）届
	□
	
	
	

	
	賃金規程等（変更）届
	□
	
	
	

	
	パートタイム労働者の就業規程（変更）届
	□
	
	
	

	
	パートタイム労働者の賃金規程（変更）届
	□
	
	
	

	
	雇入通知書の労働者への交付
	－
	
	
	

	
	労働者名簿
	－
	
	
	

	
	賃金台帳
	－
	
	
	

	
	出勤簿等（労働時間の適正管理）
	－
	
	
	

	労働安全衛生法
	総括安全衛生管理者選任報告
	□
	
	
	

	
	安全管理者選任報告
	□
	
	
	

	
	衛生管理者選任報告
	□
	
	
	

	
	産業医選任報告
	□
	
	
	

	
	定期健康診断の実施.
	－
	
	
	

	
	定期健康診断結果報告書、
	□
	
	
	

	
	事故報告書
	□
	
	
	

	
	労働者死傷病報告書
	□
	
	
	

	職業安定法
	一般労働者派遣事業許可申請書
	□
	
	
	

	
	特定労働者派遣事業届出書
	□
	
	
	

	労働保険徴収法
	労働保険保険関係成立届
	－
	
	
	

	
	労働保険名称、所在地等各種変更届
	□
	
	
	

	
	労働保険一括有期事業開始届
	□
	
	
	

	
	労働保険継続事業一括申請書
	□
	
	
	

	
	労働保険概算・確定保険料申告書
	□
	
	
	

	
	労働保険料算定基礎賃金等の報告
	□
	
	
	事務組合

	雇用保険法
	雇用保険適用事業所設置届
	－
	
	
	

	
	雇用保険事業主事業所各種変更届
	□
	
	
	

	
	雇用保険被保険者資格取得届
	－
	
	
	

	健康保険法
厚生年金保険法
	健康保険厚生年金保険新規適用届
	－
	
	
	

	
	健康保険厚生年金保険被保険者資格取得届
	－
	
	
	

	
	被保険者報酬月額算定基礎届
	－
	
	
	

	
	被保険者報酬月額変更届
	□
	
	
	

	健康保険法
	被扶養者異動届
	□
	
	
	

	育児介護休業法
	育児休業規程の届
	－
	
	
	

	
	介護休業規程の届
	－
	
	
	

	男女雇用機会均等法
	セクハラ防止方針を明確化
	－
	
	
	

	
	セクハラ防止方針の周知・啓発
	－
	
	
	

	
	行為者への対処内容を就業規則等に規定
	－
	
	
	

	
	行為者への厳正対処の就業規則等の周知・啓発
	－
	
	
	

	
	相談窓口をあらかじめ定めている
	－
	
	
	

	障害者雇用促進法
	法定障害者雇用率を達成
	□
	
	
	

	高年齢者雇用安定法
	継続雇用制度を設置
	－
	
	
	


上記のとおり相違ありません。　　　　　　所　 在 　地
商号又は名称
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　印　　　　　　　　　　　　　　　　　

（様式－立会人委任状）
郵便入札用　　　
立会人委任状
平成　　年　　月　　日
（あて先）
枚方市長
所　  在 　 地 　　　　　　　　　　　　　　　
商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　印
私は、　　　　　　　　　　　を代理人と定め、平成　　年　　月　　日の下記件名の入札について、入札立会人に関する一切の権限を委任します。
件名
　　　　庁舎清掃業務委託

	受任者印

	


イ　雇用期間の定めのない労働者


ロ　一定期間（１か月、６か月等）を定めて雇用される者であっても、その雇用期間が反復更新されて、事実上「イ」と同一状態にあると認められる者


ハ　日々雇用される者であっても、雇用契約が日々更新されて、事実上「イ」と同様の状態にあると認められる者





④ 「イ　重度身体障害者の数」欄に係る


「重度身体障害者」とは？





④ 「ロ　重度身体障害者以外の身体障害


者の数」欄に係る「身体障害者」とは？





④ 「ニ　重度知的障障害者の数」欄に係る「重度知的障害者」とは？





④ 「ホ　重度知的障害者以外の知的障害


者の数」欄に係る「知的障害者」とは？





⑤、⑧、⑪欄の「短時間労働者」とは？








